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研究会報告

ୈ̎ճ研究会

ਫと฻らしのจԽ
─೔ຊҨ࢈のऔΓ૊Έについて─

滋լݝ঎ޫ؍޻࿑ಇہྲྀަޫ؍ہʢ滋լݝ教ҭҕ員会ࣄ຿ہ文Խࡒ保護課ซ任ʣ

大࡚　߁文

　日本遺産（+apan Heritage）制度は2015年度から創設されたもので、初年度は18件、2016年
度は19件が認定されている。日本遺産創設の趣ࢫと目的としては、文化財や伝統文化を通じた
地域の活性化のために、歴史的経Ңや伝承を踏まえた一つの「ストーリー」を描いて、一体
的・包括的に文化財を取り巻く環境を整備・活用していく意図があり、情報発信・人材育成、
調査研究、普及ܒ発、公開活用のための環境整備などの事業に対して文化庁が補助する。
　滋賀県は７市（大津市・彦根市・長浜市・近江八幡市・高島市・東近江市・米原市）ととも
に協議会を構成し、日本遺産事業に取り組んでいる。日本遺産が文化庁として地方創生の一事
業として位置付けられていることから、同制度事業はストーリーをつなぐことにより地域資源
を観光資源として活用するという側面を有しており、３年間の補助金をもとにして地域の住
民・団体とともに制度展開を持続的に行っていることの現状と課題を報告した。
　報告を受けて、活発な質疑応答があり、①地域住民との協力体制の困難性の現状及び後継者
の育成の課題への認識、後継者育成と関連した教育の取り組み、②財政の問題、観光地化のฐ
害も踏まえた༠導・規制の問題、伝統文化の維持の取り組みに所有権など近代法の前提をどの
ように組み込むのか、③民俗芸能の継承・記録保存への資金投入の問題、ᶆ水と人との暮らし
が重要文化的景観に選定された地域以外ではどの程度残っているのか、ᶇ命の源としての水の
概念に対する制度の一面的な側面の克服、ᶈ世界遺産と日本遺産との関係、ᶉ補助金が途絶え
た後にどのように訪問者に地域にお金を落としてもらうかなどの持続性への懸念・対策につい
て、質疑・意見交換がなされた。
　その内容は、①行政としては交流人口を増やしていきたい一方で、日々の生活を切り売りし
てまで観光地化することについてはݫしい意見もあること、また、日本遺産では予算との兼ね
合いからもハード整備は中心とはならないことと、文化財の保存と継承のうえでも教育の問題
が当然課題としていることから、日本遺産学習ノートの作成などにより親しみを感じてもらう
展開などが試みられていること、②財政の問題としては独立採算ができる組織作りが重要であ
り、地域団体の構成メンバーに商工会や琵琶湖ؿધなどの湖上交通の団体に加わってもらって
いて、多種多様な方に参画していってもらっていること、不ศであるからこそ残っている景観
もあることから任意の協力金制度などの活用や、地域の共有財産（入会財産）をଚ重する施策
などが重要であること、③日本遺産が制度として、地域文化の保存継承を含んでいないために、
メニューにある「人材育成」の一環として位置付けて行っていく必要があること、ᶆ米原の雨
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戸川など、琵琶湖周辺以外にも多くの要素があること、ᶇ水とفりとすることで多くの要素を
包ઁしようとしていること、ᶈ文化財そのものを価値付けする世界遺産制度とストーリーを対
象とする日本遺産制度は別物であるが、他方で世界遺産のような盛り上がりをみせるような制
度展開が期待されること、ᶉ景観をみて帰るだけでは、地域にお金が落ちるといったことがな
いために、まさにそのための重要な要素として「食文化」がキーとなること、などであった。




